
 

令和５年３月亀山市議会定例会提出議案 

条例制定・改廃の背景及び趣旨 

 
                              頁 

議案第２号  亀山市個人番号の利用及び特定個人情報の提 

供に関する条例の一部を改正する条例・・・・・１ 

 

議案第３号  亀山市職員の勤務時間、休暇等に関する条例 

の一部を改正する条例・・・・・・・・・・・・２ 

 

議案第４号  亀山市議会の議員の議員報酬及び費用弁償等 

に関する条例の一部を改正する条例・・・・・・３ 

 

議案第５号  亀山市長及び副市長の給与に関する条例の一 

部を改正する条例・・・・・・・・・・・・・・４ 

 

議案第６号  亀山市手数料条例の一部を改正する条例・・・・５ 

 

議案第７号  亀山市歴史博物館条例の一部を改正する条例・・６ 

 

議案第８号  亀山市特定教育・保育施設及び特定地域型保 

育事業の運営に関する基準を定める条例の一 

部を改正する条例・・・・・・・・・・・・・・７ 

 

議案第９号  亀山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関 

する基準を定める条例の一部を改正する条例・・８ 

 

議案第１０号 亀山市待機児童館条例等の一部を改正する条 

例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

 

議案第１１号 亀山市放課後児童健全育成事業の設備及び運 

営に関する基準を定める条例の一部を改正す 



る条例・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

 

議案第１２号 亀山市国民健康保険条例の一部を改正する条 

例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

 

議案第１３号 亀山市国民健康保険税条例の一部を改正する 

条例・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

 

議案第１４号 亀山市職員の定年の引上げ等に伴う関係条例 

の整備に関する条例・・・・・・・・・・・・１５ 
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件   名  
亀山市個人番号の利用及び特定

個人情報の提供に関する条例の

一部を改正する条例  

健康福祉部  
地域福祉課  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に規定する被保護者の医療扶助

については、同法の一部が改正され、令和６年３月から、被保護者が医療機

関や薬局でマイナンバーカードを提示することで受給の資格確認を受けるこ

とができることとなりました。  

しかしながら、生活保護法に基づく保護に準じた保護を受けている外国人

についても、同法の一部改正を受けてマイナンバーカードの提示による医療

扶助の受給の資格確認ができることとする必要があります。  

これを可能とするためには、行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号。以下「法」といい

ます。）第９条第２項の規定により、当該外国人に対する保護の措置に関す

る事務及びその利用範囲を条例で定める必要があることから、所要の改正を

行うものです。  

また、法の一部が改正されたことに伴い、併せて所要の改正を行うもので

す。 

２ 改正内容  

（１）法第９条第２項の条例で定める事務に「生活保護法に準じて実施する生

活に困窮する外国人に対する保護の措置に関する事務であって規則で定め

るもの」を加え、当該事務を処理するために必要な限度で、保護の受給資

格情報を利用することができることとします。  

＜別表第１及び別表第２関係＞  

（２）法の一部改正に伴う規定の整理を行います。 ＜第５条関係＞  

３ その他  

施行日は、公布の日とします。  
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件   名  
亀山市職員の勤務時間、休暇等

に関する条例の一部を改正する

条例  

総務財政部  
総 務 課 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

柔軟な働き方を推進するため、人事院規則１５－１４（職員の勤務時間、

休日及び休暇）が改正され、国家公務員に係るフレックスタイム制及び休憩

時間制度の柔軟化が行われました。 

このことから、市においても、働き方の柔軟化を図るため、市の職員に係

る休憩時間制度について、改正後の人事院規則の規定に準じた取扱いとする

ため、所要の改正を行うものです。 

２ 改正内容  

国家公務員と同様に、これまで、職務の特殊性又は当該公署の特殊の必要

がある場合において、一斉に与えないことができるとしていた休憩時間につ

いて、職員の健康及び福祉に重大な影響を及ぼし、又は能率を甚だしく阻害

するときや職員の申告を考慮して休憩時間を置くことが適当であるときにお

いても、一斉に与えないことができるとするなどの見直しを行います。 

＜第６条関係＞ 

３ その他  

施行日は、令和５年４月１日とします。  
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件   名  
亀山市議会の議員の議員報酬及

び費用弁償等に関する条例の一

部を改正する条例 

総務財政部 

総 務 課 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

市議会の議員に支給する議員報酬及び期末手当の額について、市民の意思

を十分に反映させるため、特別職報酬等審議会に諮問したところ、期末手当

の支給月数については、一般職の職員における勤勉手当の支給月数の引上げ

と同じ年０．１月の引上げが妥当であるとの答申を受けたことから、所要の

改正を行うものです。  

２ 改正内容  

令和５年度から６月期及び１２月期の期末手当の支給月数を、それぞれ

０．０５月引き上げます。 ＜第７条関係＞  

   ６月期  １２月期  合計  

改正前の支給月数  
（令和４年度）  

１．７７５月  １．９２５月  ３．７０月  

改正後の支給月数  
（令 和５ 年 度か ら） 

１．８２５月  １．９７５月  ３．８０月  

３ その他  

施行日は、令和５年４月１日とします。  

 

（参考）  

※ 市の一般職の職員については、令和４年８月８日の人事院勧告に鑑みた

国の一般職に属する職員の給与改定の取扱いに準じ、６月期及び１２月期

の勤勉手当の支給月数をそれぞれ０．０５月引き上げています。  
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件   名  
亀山市長及び副市長の給与に関

する条例の一部を改正する条例 

総務財政部 

総 務 課 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

市長及び副市長に支給する給与の額について、市民の意思を十分に反映さ

せるため、特別職報酬等審議会に諮問したところ、期末手当の支給月数につ

いては、一般職の職員における勤勉手当の支給月数の引上げと同じ年０．１

月の引上げが妥当であるとの答申を受けたことから、所要の改正を行うもの

です。  

２ 改正内容  

令和５年度から６月期及び１２月期の期末手当の支給月数を、それぞれ

０．０５月引き上げます。 ＜第３条関係＞  

   ６月期  １２月期  合計  

改正前の支給月数  
（令和４年度）  

１．９７５月  ２．１２５月  ４．１０月  

改正後の支給月数  
（令和５年度から） 

２．０２５月  ２．１７５月  ４．２０月  

３ その他  

施行日は、令和５年４月１日とします。  

 

（参考）  

※１ 教育長及び病院事業管理者の期末手当の支給については、亀山市教育

委員会教育長の給与、勤務時間等に関する条例（平成２８年亀山市条例第

３号）第４条及び亀山市病院事業管理者の給与に関する条例（平成２８年

亀山市条例第４号）第４条において市長及び副市長の例によると規定して

いるため、市長及び副市長と同様の改定となります（市長及び副市長と同

様に特別職報酬等審議会の審議を経ています。）。 

※２ 市の一般職の職員については、令和４年８月８日の人事院勧告に鑑み

た国の一般職に属する職員の給与改定の取扱いに準じ、６月期及び１２月

期の勤勉手当の支給月数をそれぞれ０．０５月引き上げています。  
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件   名  
亀山市手数料条例の一部を改正

する条例  
建 設 部 
建築住宅課  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業省・

国土交通省令第１号）の一部が改正され、低炭素認定※１及び省エネ消費性能

向上計画認定※２について通常の評価基準と比較して簡易な評価方法である誘

導仕様基準が新設されたことから、所要の改正を行うものです。  

また、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）の一部が改正されたこと

に伴い、併せて所要の改正を行うものです。 

※１ 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４号）に基づく認

定をいいます。 

※２ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成２７年法律第５３号）

に基づく認定をいいます。 

２ 改正内容  

（１）低炭素認定及び省エネ消費性能向上計画認定において簡易な評価方法で

ある誘導仕様基準に係る手数料の額を定めます。 

＜別表第５及び別表第６関係＞ 

（２）建築基準法の一部改正に伴う規定の整理を行います。  

＜別表第３関係＞  

３ その他  

施行日は、公布の日とします。ただし、建築基準法の一部改正に伴う規定

の整理を行う改正規定の施行日は、令和５年４月１日とします。  
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件   名  
亀山市歴史博物館条例の一部を

改正する条例  
市民文化部  
歴史博物館  

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

博物館法（昭和２６年法律第２８５号）の一部が改正され、本条例で引用

している条項が削られることに伴い、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

本条例で引用している博物館法第１８条の規定が削られることに伴う規定

の整理を行います。 ＜第１条関係＞  

３ その他  

施行日は、令和５年４月１日とします。  

 

（参考）  

  博物館法第１８条において、公立博物館の設置に関する事項は、当該博物

館を設置する地方公共団体の条例で定めなければならないと規定されていま

すが、同法の制定後、地方自治法第２４４条の２において、公の施設の設置

及びその管理に関する事項は条例で定めなければならないと規定されたこと

により、博物館法第１８条は、その役割を終えていることから、削除されま

した。  

  亀山市歴史博物館の設置の根拠としていました博物館法第１８条の規定は

削除されますが、他の公の施設と同様、その設置及び管理に関する事項は地

方自治法第２４４条の２の規定により、条例でこれを定めなければならない

ことから、引き続き亀山市歴史博物館の設置及び管理に関する事項を定める

条例として本条例は存置します。  

 

〇地方自治法  

（公の施設の設置、管理及び廃止）  

第２４４条の２ 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあ

るものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例でこれを定

めなければならない。  

２～１１ 略  
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件   名  
亀山市特定教育・保育施設及び特定地

域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例 

健康福祉部  
子ども未来課 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ども・子育て支

援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号。以下「府令基

準」といいます。）の一部が改正され、懲戒に係る権限の濫用禁止に関する

基準が削除されました。  

市における特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基

準は、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）の規定により、府

令基準に従い、又は府令基準を参酌して条例で定めることとされていること

から、改正後の府令基準に従い、当該懲戒に係る権限の濫用禁止に関する基

準を削除するため、所要の改正を行うものです。  

また、学校教育法（昭和２２年法律第２６号）及び子ども・子育て支援法

の一部が改正されたことに伴い、併せて所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

（１）改正された府令基準に従い、懲戒に係る権限の濫用禁止に関する規定を

削除します。 ＜第２６条関係＞  

（２）学校教育法及び子ども・子育て支援法の一部改正に伴う規定の整理を行

います。  

＜第４条、第６条から第８条まで、第１３条、第１５条、第２０条、第

３５条から第３７条まで、第３９条、第４０条、第５１条及び第５２条

関係＞  

３ その他  

  施行日は、公布の日とします。ただし、学校教育法及び子ども・子育て支

援法の一部改正に伴う規定の整理を行う改正規定の施行日は、令和５年４月

１日とします。  

 



8 
 

件   名  
亀山市家庭的保育事業等の設備

及び運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例  

健康福祉部  
子ども未来課 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労働省令

第６１号。以下「省令基準」といいます。）の一部が改正され、家庭的保育

事業等※を行う事業所（以下「家庭的保育事業所等」といいます。）の設備

の安全点検、職員、利用乳幼児等に対する事業所外での活動、取組等を含め  

た家庭的保育事業所等での生活その他の日常生活における安全に関する指導、

職員の研修及び訓練その他家庭的保育事業所等における安全に関する事項に

ついての計画（以下「安全計画」といいます。）の策定等に関する基準の新

設等が行われました。  

市における家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準は、児童福祉法

（昭和２２年法律第１６４号）の規定により、省令基準に従い、又は省令基

準を参酌して条例で定めることとされていることから、改正後の省令基準に

従い、又は省令基準を参酌し、当該安全計画の策定等に関する基準の新設等

を行うため、所要の改正を行うものです。  

※ 家庭的保育事業等とは、家庭的保育事業、小規模保育事業、居宅訪問型保育事

業又は事業所内保育事業をいいます。  

２ 改正内容  

（１）改正された省令基準に従い、家庭的保育事業等を行う者は、安全計画を

策定しなければならないとする規定等を設けます。 ＜新第７条の２関係＞ 

（２）改正された省令基準に従い、家庭的保育事業等を行う者が、利用乳幼児

の通園、園外活動等のために自動車を運行するときは、乗降の際に乳幼児

の所在を確認すること、及び通園用の自動車を運行するときは、車内の乳

幼児の見落としを防止する装置を装備しなければならないとする規定を設

けます。 ＜新第７条の３関係＞  

（３）改正された省令基準に従い、家庭的保育事業等を行う者が他の社会福祉

施設等を併せて設置するときは、家庭的保育事業等を利用している乳幼児

の保育に直接従事する職員は、利用乳幼児の保育に支障が生じない場合に

限り、併設する施設の職員を兼ねることができることとします。  
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＜第１０条関係＞  

（４）改正された省令基準に従い、懲戒に係る権限の濫用禁止に関する規定を

削除します。 ＜第１３条関係＞  

（５）改正された省令基準を参酌し、家庭的保育事業等（居宅訪問型保育事業

を除きます。）を行う事業所において講ずるよう努めなければならないこ

ととされている感染症及び食中毒の予防及びまん延防止に必要な措置を明

確化し、職員に対して感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研

修並びに感染症の予防及びまん延防止のための訓練を定期的に実施するよ

う努めなければならないこととします。 ＜第１４条関係＞  

（６）その他規定の整理を行います。 ＜附則第２条関係＞  

３ その他  

施行日は、令和５年４月１日とします。ただし、懲戒に係る権限の濫用禁

止に関する規定を削除する改正規定及び規定の整理を行う改正規定の施行日

は、公布の日とします。  
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件   名  
亀山市待機児童館条例等の一部を

改正する条例 

健康福祉部  
子ども未来課 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」といいま

す。）の一部が改正されたことに伴い、関係する３つの条例について所要の

改正を行うものです。  

２ 改正内容  

≪第１条による改正≫  

亀山市待機児童館条例（平成２３年亀山市条例第２４号）の一部を改正し、

同条例で引用している法第１９条から第２項が削られることに伴う規定の整

理を行います。 ＜第４条関係＞  

≪第２条による改正≫  

亀山市子ども・子育て会議条例（平成２５年亀山市条例第２１号）の一部

を改正し、同条例で引用している法第７７条が第７２条に繰り上げられるこ

とに伴う規定の整理を行います。 ＜第１条及び第２条関係＞  

≪第３条による改正≫  

亀山市認定こども園条例（平成２７年亀山市条例第３０号）の一部を改正

し、同条例で引用している法第１９条から第２項が削られることに伴う規定

の整理を行います。 ＜第５条関係＞  

３ その他  

施行日は、令和５年４月１日とします。  
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件   名  
亀山市放課後児童健全育成事業の

設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例  

健康福祉部  
子ども未来課 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生労

働省令第６３号。以下「省令基準」といいます。）の一部が改正され、放課

後児童健全育成事業所の設備の安全点検、職員、利用者等に対する事業所外

での活動、取組等を含めた放課後児童健全育成事業所での生活その他の日常

生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その他放課後児童健全

育成事業所における安全に関する事項についての計画（以下「安全計画」と

いいます。）の策定等に関する基準の新設等が行われました。  

市における放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準は、児童

福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の規定により、省令基準を参酌して条

例で定めることとされていることから、改正後の省令基準を参酌し、当該安

全計画の策定等に関する基準の新設等を行うため、所要の改正を行うもので

す。  

２ 改正内容  

（１）放課後児童健全育成事業者は、安全計画を策定しなければならないとす

る規定等を設けます。 ＜新第６条の２関係＞  

（２）放課後児童健全育成事業者が、利用者の移動のために自動車を運行する

ときは、乗降の際に利用者の所在を確認しなければならないとする規定を

設けます。 ＜新第６条の３関係＞  

（３）放課後児童健全育成事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利

用者に対する支援の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で

早期の業務再開を図るための計画を策定するよう努めなければならないと

する規定等を設けます。 ＜新第１２条の２関係＞ 

（４）放課後児童健全育成事業所において講ずるよう努めなければならないこ

ととされている感染症及び食中毒の予防及びまん延防止に必要な措置を明

確化し、職員に対して感染症及び食中毒の予防及びまん延防止のための研

修並びに感染症の予防及びまん延防止のための訓練を定期的に実施するよ  
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う努めなければならないこととします。 ＜第１３条関係＞  

３ その他  

（１）施行日は、令和５年４月１日とします。  

（２）施行日から令和６年３月３１日までの間、放課後児童健全育成事業者は、

安全計画を策定しなければならないとする規定等について、これを努力義

務とする経過措置を設けます。  
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件   名  
亀山市国民健康保険条例の一部

を改正する条例 

市民文化部 

市 民 課 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３号）の一部が改正され、被保

険者が出産したときに支給される出産育児一時金の金額が引き上げられるこ

とに伴い、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

国民健康保険の被保険者が出産したときに支給する出産育児一時金のうち、

ただし書の規定により加算する額を除く支給額（本文の規定による支給額）

を次のとおり引き上げます。 ＜第４条関係＞  

 本文の規定による支給額 
ただし書の規定により加算

する額（規則で定める額） 
支給総額  

改正前  ４０８，０００円  １２，０００円  ４２０，０００円  

改正後  ４８８，０００円  １２，０００円  ５００，０００円  

備考 ただし書の規定により加算する額は、産科医療補償制度※の掛金に相当する

額を規則で定めています。  

※ 産科医療保障制度とは、分娩
べん

に関連して発症した重度脳性麻痺
ひ

の子どもと家族の

経済的負担を補償するとともに、原因分析の情報を提供することなどにより、紛争

の防止・早期解決及び産科医療の質の向上を図ることを目的とした制度です。 

３ その他  

（１）施行日は、令和５年４月１日とします。  

（２）施行日前における出産については、なお従前の例によるとする経過措置

を設けます。  
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件   名  
亀山市国民健康保険税条例の一

部を改正する条例  
市民文化部  
市 民 課 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号。以下「政令」といいます。）

の一部が改正され、国民健康保険税の基礎課税額等の課税限度額が引き上げ

られたことから、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

国民健康保険税の基礎課税額（医療分）及び後期高齢者支援金等課税額（  

後期分）の課税限度額を、それぞれ次のように引き上げます。  

＜第２条及び第２６条関係＞  

  改正前  改正後  

基礎課税額（医療分）  ６３万円  ６５万円  

後期高齢者支援金等課税額（後

期分）  
１９万円  ２０万円  

※ 国民健康保険税の介護納付金課税額（介護分）の課税限度額（１７万円）につ

いては改正を行いません。そのため、今回の改正により、国民健康保険税の課税

限度額（基礎課税額の課税限度額＋後期高齢者支援金等課税額の課税限度額＋介

護納付金課税額の課税限度額）は、現行の９９万円から１０２万円になります。  

３ その他  

施行日は、令和５年４月１日とし、令和５年度以後の年度分の国民健康保

険税について適用することとします。  
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件   名  
亀山市職員の定年の引上げ等に

伴う関係条例の整備に関する条

例  

総務財政部総務課 

医療センター病院総務課 

１ 制定・改廃の背景と趣旨  

地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）の一部が改正され、地方公務

員の定年を段階的に引き上げる規定並びに管理監督職勤務上限年齢制及び定

年前再任用短時間勤務制を導入する規定が令和５年４月１日から施行される

こと等から、関係する４つの条例について、所要の改正を行うものです。  

２ 改正内容  

職員の定年が引き上げられ、管理監督職勤務上限年齢制及び定年前再任用

短時間勤務制に関する規定が設けられること等に伴い、関係する条例の規定

について整備を行います。  

≪第１条による改正≫  

亀山市職員の定年等に関する条例（平成１７年亀山市条例第２６号）の一

部を改正し、医師の定年については、段階的な引上げを行わないこととしま

す。 ＜附則第３項関係＞  

≪第２条による改正≫  

亀山市職員の育児休業等に関する条例（平成１７年亀山市条例第３２号）

の一部を次のとおり改正します。  

（１）定年の引上げに伴う特例措置を設けます。  

＜新附則第３項及び新附則第４項関係＞  

（２）地方公務員法の一部改正に伴う規定の整理を行います。  

＜第１７条及び第２０条関係＞  

≪第３条による改正≫  

亀山市職員給与条例（平成１７年亀山市条例第４３号）の一部を改正し、

地方公務員法の一部改正に伴う規定の整理を行います。  

＜第６条、第３５条、第４４条、第４７条、第５４条、附則第１９項及び

附則第２０項関係＞  

≪第４条による改正≫  

亀山市職員の定年の引上げ等に伴う関係条例の整備に関する条例（令和４  

年亀山市条例第３１号）の一部を改正し、暫定再任用職員※には、昇給の基  
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準、扶養手当及び住居手当に係る規定を適用しないこととします。  

＜附則第２１条関係＞  

※ 暫定再任用職員とは、暫定再任用制度（定年が段階的に引き上げられる経過期

間において、６５歳まで再任用できるよう、現行再任用制度と同様の仕組みを措

置する制度をいいます。）により再任用された職員をいいます。  

３ その他  

施行日は、令和５年４月１日とします。  

 


